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Ⅰ　は じ め に

　2019 年に改正労働施策総合推進法が成立した。
同法と併せ，男女雇用機会均等法および育児・介
護休業法も改正され，ハラスメント防止対策の強

─見聞，被害，転職

本研究は 2 つの異なる調査を利用し，ハラスメント見聞・被害と職場環境との関係，ハラ
スメント見聞が離職や精神状態に及ぼす影響，直接的な被害が転職後の再被害に及ぼす影
響について分析した。リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査」を用いた分
析では，ストレス過多，管理職による職場管理が行き届いていない，安全管理がなされて
いない等，劣悪な労働環境下ほどハラスメントが見聞される。また，勤続の短い者の離職
確率を高め，中長期勤続者を中心に精神状態を悪化させる傾向が観察された。さらに，個
別効果を除いた分析からは，ハラスメント見聞が特に男性正社員に影響するとの結果を得
た。加えて，長期的なハラスメント見聞は，より強く離職や精神状態の悪化につながり，
男性正社員以外の幅広い層でも影響が観察された。「職場内の人間関係と問題解決に関す
るアンケート」を用いた分析では，パワーハラスメントの直接的な被害の状況を分析した。
上司と部下のコミュニケーションが少ない，失敗が許されない環境では被害が発生しやす
い傾向があり，同僚同士のコミュニケーションが適度に保たれている場合には発生しにく
い傾向にある。最後に，ハラスメント被害が原因で離職した者の再就職後におけるパワー
ハラスメント被害について分析した。その結果，前の勤務先を勤続 5 年未満で離職した者
や，再就職までの期間が長い男性は再被害に遭う可能性が高いこと等が見い出された。

【キーワード　労働問題一般，人事労務一般，労働移動】

●研究ノート（投稿）

化と紛争解決の円滑化などが図られてきた。一方
で，職場でのハラスメントは深刻さを増してい
る。厚生労働省が所管する総合労働相談コーナー
へ寄せられる「いじめ・嫌がらせ」に関する相談
件数は 2010 年代に右肩上がりで増加し，2018 年
度の全 111 万 7983 件の相談のうち「いじめ・嫌
がらせ」が 8 万 2797 件を占めた。
　ハラスメントは就業環境を悪化させ，就業継続
を妨げる大きな要素となっている。ハラスメント
など職場で何らかの支障が発生した場合，被害者
の選択肢としては，職場環境の改善要求の声を上
げることに加えて，離職や転職がある（ハーシュ
マン 2005）。経済学では離職や転職に関する多く
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の研究蓄積が存在するものの，ハラスメントとの
関係を取り扱ってきた分析はいまだ限られてい
る。他方で，ハラスメント被害が例外的で少数な
ものではなく，社会的にも認知が広がった状況を
踏まえれば，研究の必要性がより一層高まってい
ると考えられる。
　本研究は日本の職場におけるハラスメント見
聞・被害と職場環境との関係，ハラスメント見聞
が離職や精神状態に及ぼす影響，被害が転職後の
再被害に及ぼす影響について分析する。なお，分
析では 2 つの個人調査の個票を用いるが，ハラス
メント行為の認定が回答者の主観的な認識によら
ざるを得ない点には留意が必要である。小畑

（2019）が指摘するように，法的な判断では「具
体的な事情を踏まえなければ，言動が違法か否か
を判断できない」というのが現状であり，個別事
例の慎重な考察がハラスメント研究には不可欠で
ある。その意味で，個人調査を利用した本研究で
の俯瞰的な考察は，個別の事例研究による知見へ
の補完的な情報提供の役割を目指すものでもあ
る。
　構成は以下の通りである。Ⅱではパワーハラス
メントを中心に先行文献を整理する。Ⅲではリク
ルートワークス研究所「全国就業実態パネル調
査」の個票データを使用し分析を行う。大規模パ
ネル調査の特徴を生かし，ハラスメント見聞と職
場環境との関係性や，ハラスメントの見聞が精神
状態の悪化や離職に及ぼす影響などについて分析
する。Ⅳでは独自に実施された「職場内の人間関
係と問題解決に関するアンケート」により分析す
る。そこでは直接的なハラスメント被害と職場環
境との関係や，前の勤務先でハラスメント被害を
受けた者の再就職先での再被害可能性を考察す
る。Ⅴでは，ⅢとⅣで得られた結果の解釈を行
い，Ⅵで要約と今後の展望を述べる。

Ⅱ　先 行 研 究

　ハラスメント研究は世界的に多くの蓄積が存在
する。それらは（1）ハラスメントを定義し分類
化するもの，（2）発生要因を分析するもの，（3）
発生後の個人・組織への影響を分析するものなど

に大別される。心理学を中心に多岐にわたる学問
分野により研究課題として取り上げられているこ
とが，ハラスメント研究の特徴である。
　本節では，ハラスメントの発生要因とハラスメ
ント被害によるキャリア形成の阻害要因について
議論すべく，上記の（2）と（3）のうち個人への
影響に関するものについてパワーハラスメント 1）

を中心に文献を整理する 2）。
　パワーハラスメントを対象とした研究は主に
1970 年代後半からみられるようになった。発生
要因を論じる研究は，職場環境に重きを置くか被
害者のパーソナリティに重きを置くかに分かれる

（そのどちらについても言及するものもある）。
Leymann（1996）は 800 の事例からパワーハラス
メントの概念整理をしたうえで，劣悪な職場環境
では誰もがパワーハラスメントの標的にされうる
と強調する。他方で，Coyne, Seigne and Randall

（2000）や Glasø et al.（2007）によれば，被害者
グループは被害に遭わないグループに比べて外交
的，感情的，他人に依存的であり，加害者に比べ
良心的であるなどとし，被害とパーソナリティが
無関係ではないと指摘する。
　職場の要因として，管理職の専制的あるいは放
任過ぎるリーダーシップ，仕事の曖昧さや不明確
な目標，ストレス過多な環境などがパワーハラス
メントの温床になるという指摘が多くみられる

（Einarsen, Raknes and Matthiesen 1994；Hauge, 
Skogstad and Einarsen 2007 など）。コミュニケー
ションの取り方や仕事にかかる議論のあり方に
よっては衝突を生み出し，その衝突がパワーハラ
スメントに発展するという指摘もある（Ayoko, 
Callan and Härtel 2003；Baillien, Neyens and Witte 
2008）。
　ハラスメントの個人への影響として，身体的あ
るいは精神的な被害（Kivimäki et al. 2003 など），
業務パフォーマンスやコミットメントの低下

（Ayoko, Callan and Härtel 2003；Mathisen, Einarsen 
and Mykletun 2008），アブセンティーズム（Kivimäki, 
Elovainio and Vahtera 2000）などが報告されてき
た。さらに，Kivimäki et al.（2003）や Mikkelsen 
et al.（2020）では，パワーハラスメントによる長
期的な精神的苦痛が心疾患や精神疾患などの慢性
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的な病気につながると指摘される。
　本研究で扱う離職の問題も，ハラスメントが個
人に与える影響として論じられてきた。たとえ
ば，Rayner（1997）はパワーハラスメント被害者
の 27％が離職したと報告している。Nielsen and 
Einarsen（2012）ではパワーハラスメント被害と
離職意向との相関係数は 0.28 とされる。O’Connel, 
Calvert and Watson（2007）によれば，被害者の
60％は離職意向を示したが，実際に離職したのは
15％にとどまった。その他，ハラスメントが発生
した企業内での被害者に対するケアが就業継続可
能性を上げることが報告されている（Schwickerath 
and Zapf 2011）。Mikkelsen et al.（2020）が指摘
するように，パワーハラスメント被害と離職の関
係についての研究の多くが「離職意向」を取り
扱っており，実際の離職を分析した研究は少数に
とどまる。これは，ハラスメント行為が中長期的
になされることが多く，その影響を観測するには
複数時点間のデータが必要となるためである。
　時系列的なデータを用いてパワーハラスメント
発生後の離職を扱った研究として，Berthelsen 
et al.（2011）が挙げられる。それによれば，パ
ワーハラスメント発生から 2 年経った時点でも被
害者の大多数が離職していないものの，ロジット
モデルの結果からパワーハラスメント被害者は被
害を受けなかった者に比べ離職する確率が高い。
本研究ではパネルデータの特徴を生かし，単年で
のハラスメントの影響のみならず，2 年以上にわ
たってハラスメントに接した場合の影響について
も分析する。
　これらの既存研究は国や地域，観測時点が異な
るうえに調査方法や項目も統一的ではない。ハラ
スメント被害と離職の関係や，就業継続に有効な
手段についての結論を導くには研究蓄積の途上と
考えられる。
　以上，関連する先行研究を整理した。離職や転
職といった上記の題材は経済学が取り組んできた
トピックであるにもかかわらず，世界的にみても
経済学による研究が少ない。パワーハラスメント
に関する日本の実証研究としては，データの制約
な ど も あ っ て か， 管 見 の 限 り， 玄 田（2019a，
2019b）およびリクルートワークス研究所（2020）

などに限られるのが現状である。

Ⅲ　ハラスメントの見聞と離職の関係

１　データ

　前半の分析ではリクルートワークス研究所「全
国就業実態パネル調査」（以下，JPSED）の第 1～
4 回の個票データを用い，追加的な分析でのみ第
5 回調査を使用した。JPSED は 2016 年より毎年
1 月に実施され，インターネット上に事前登録さ
れたモニターに対して前年の状況などについて尋
ねられる。パネル調査としてはサンプルサイズが
大きく設問数も多いため，詳細な分析が可能であ
る。第 1 回の有効回答数が 4 万 9131 であり，第
2 回時点以降の追加も加えて第 4 回時点での有効
回答数は 6 万 2415 であった（第 1 回からの 4 年間
継続率は 48.1％）。
　JPSED には各年の標本をウエイトバックする
ための単年ウエイトとパネル調査期間中の脱落の
影響を補正する脱落ウエイトの 2 種類のウエイト
が用意されている。本研究では，すべての分析方
法に利用可能となる適当なウエイトがないことを
考慮し，ウエイトを使用せずに分析を行った。そ
のため回答が得られなかったことによるサンプリ
ングの偏りが懸念されることから，表 1 ではカイ
二乗検定を用いて公的統計との乖離を確認するこ
ととした。
　本研究は，若年期及び壮年期のハラスメント被
害とキャリア形成過程での離職・転職との関係に
焦点をあてることを目的とし，分析対象を 20～
49 歳に絞った。また，追加的な分析以外では
2015～2018 年を分析対象とした。これは，2019
年の改正労働施策総合推進法を考慮し，法整備前
の状況に焦点をあてるためである。
　サンプルの偏りが懸念されるため，表 1 の上段
では JPSED 第 3 回調査（2017 年について調査）と
2017 年実施の『就業構造基本調査』の性別・年
齢階級別・雇用形態（呼称）別の構成比を比較し
た。カイ二乗検定を行ったところ 2 つの調査には
有意な差が検出されなかったことから 3），これら
の差は分析上深刻な影響を与えることのない誤差
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であると考えられる。ただし，複数年の状態変化
分析では回答者が脱落するなどによるバイアスが
生じ得るが，本研究での分析はこうしたバイアス
には対処していない。
　JPSED では「（1 年間（前年 1 月～ 12 月）に，あ
なたの職場で）パワハラ・セクハラを受けたとい
う話を見聞きしたことがあった」か尋ねられ，回
答者は「あてはまる」～「あてはまらない」の 5
段階から選択する。本研究では「あてはまる」ま
たは「どちらかというとあてはまる」のどちらか
の回答がなされた場合に「ハラスメントを見聞し
た」と判断して分析を行う。表 1 下段には，同じ
く 2017 年 JPSED の結果を用いて属性ごとのハ
ラスメント見聞率を掲載した。ここで見聞率と
は，対象となる属性に占める「ハラスメントを見
聞した」者の割合である。表 2 には本節にて用い
た変数の構成比や平均値などを記載した。
　Ⅲでは「（職場で）ハラスメントを見聞した」
を変数として用いる。回答者本人のハラスメント

被害であるかを把握することはできないが，複数
年に及ぶパネルデータの長所を生かし，ハラスメ
ント見聞と職場環境との関係，さらにハラスメン
トを見聞することによる影響に焦点をあてる。直
接的なハラスメント被害の分析はもうひとつの
データセットを用いてⅣにて論じる。

２　ハラスメント見聞と職場環境

　本項では職場でのハラスメント見聞と職場環境
を分析するが，それに先立ち，図 1 には 2015～
2017 年のハラスメント見聞と就業状態の関係を
樹形図にまとめた。2015 年 12 月時点での雇用形
態（正社員・非正社員）別，ハラスメントの見聞
の有無別に図を 4 つに分けた。ハラスメントを見
聞した場合には見聞しない場合に比べ翌年の就業
継続率が低く，特に非正社員では 4 分の 1 がハラ
スメント見聞の翌年に離職している。また，2015
年にハラスメントを見聞した場合，正社員では
45.1％が，非正社員では 34.4％が翌年もハラスメ

表 1　回答者の偏りとカテゴリー別のハラスメント見聞率
（単位：％）

男性 女性
正社員 非正社員 正社員 非正社員

年齢階級別

20～24 歳 2.2（－1.5） 1.2（＋0.1） 2.9（－0.5） 2.3（＋0.9）
25～29 歳 5.0（－1.7） 1.4（＋0.1） 4.7（＋0.0） 3.1（＋0.7）
30～34 歳 11.2（＋3.2） 1.7（＋0.6） 5.2（＋1.1） 3.6（＋0.5）
35～39 歳 7.4（－1.3） 1.0（＋0.0） 3.7（－0.1） 3.8（－0.1）
40～44 歳 10.6（＋0.3） 1.2（＋0.1） 4.0（－0.2） 5.1（－0.4）
45～49 歳 8.8（－1.1） 1.0（＋0.1） 3.8（－0.2） 5.3（－0.6）

年齢総数（20～49 歳）
比率 45.2（－2.1） 7.5（＋1.0） 24.3（＋0.1） 23.0（＋1.0）
観測数（JPSED） 9526 1581 5111 4853

属性とハラスメント見聞率（対象：20～49 歳）

年齢階級別

20～24 歳 17.5 14.8 24.1 15.4
25～29 歳 21.4 18.3 24.9 16.0
30～34 歳 20.7 18.1 21.5 15.9
35～39 歳 18.8 14.7 21.5 18.5
40～44 歳 19.3 17.8 21.0 16.4
45～49 歳 19.4 17.9 22.6 15.6

婚姻状態別
配偶者あり 19.2 16.6 23.9 17.9
配偶者なし 20.2 20.7 20.3 15.1

勤続年数別
5 年未満 21.0 18.1 23.9 16.2
5 年以上 10 年未満 18.8 11.4 22.4 17.2
10 年以上 19.4 18.5 20.9 16.2

注：1）対象：20～49 歳の就業者（在学中の者を除く。また，農業，林業，漁業，鉱業は除く）
　　2）年齢階級別，勤続年数別構成比の数値は全体パーセント（20～49 歳雇用労働者（男女総数）を 100％）
　　3）表上段の括弧内数値は 2017 年就業構造基本調査構成比との差分（％ポイント）
出所：リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査（第 3 回調査）」，総務省『就業構造基本調査（2017）』
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表 2　記述統計

質的変数（％）
変数名 男性正社員 男性非正社員 女性正社員 女性非正社員

学歴

小学校・中学校 2.1 5.3 1.1 3.5
高校 33.1 37.3 27.7 35.2
高専・短大・専門学校 23.9 18.7 42.9 36.3
大学 34.2 34.9 26.2 23.8
大学院 6.6 4.0 2.1 1.2

婚姻状態 配偶者あり 58.3 12.5 36.1 55.7
配偶者なし 41.7 87.5 63.9 44.3

勤続年数
5 年未満 31.4 75.2 45.9 73.5
5 年以上 10 年未満 22.1 15.6 22.3 17.6
10 年以上 46.5 9.3 31.8 8.9

雇用期間
の定め

雇用期間の定め有り 8.0 80.9 8.7 79.9
雇用期間の定め無し 87.6 11.2 87.0 13.6
雇用期間不明 4.4 7.9 4.3 6.5

産業

建設業 6.4 1.7 5.5 2.1
製造業 25.7 16.7 14.5 10.6
電気・ガス・熱供給・水道業 2.0 0.6 0.9 0.9
情報通信業 8.3 7.8 4.9 4.5
運輸業，郵送業 9.7 13.5 3.7 5.7
卸売業，小売業 7.4 16.8 10.6 20.2
金融業，保険業 2.5 1.2 6.5 3.9
不動産業，物品賃貸業 1.8 1.1 2.8 1.7
宿泊業，飲食サービス業 2.6 7.2 2.2 10.9
生活関連サービス業 1.1 1.7 2.7 2.7
教育 3.2 5.4 4.1 5.1
医療，福祉 8.3 4.2 24.5 11.6
その他のサービス業 12.1 19.6 12.8 17.1
公務 9.1 2.5 4.4 3.0

企業規模

～4 人 3.2 2.9 5.1 3.6
5～9 人 4.8 6.0 8.1 8.1
10～29 人 11.0 16.1 14.6 17.8
30～99 人 16.9 21.7 17.6 19.0
100～299 人 13.9 15.1 15.3 13.7
300～999 人 14.0 12.8 14.4 13.6
1000 人～ 26.3 22.4 19.9 20.7
公務 9.8 3.1 5.0 3.7

職業

管理的職業従事者 6.9 0.6 1.5 0.3
専門的・技術的職業従事者 28.2 14.5 26.8 13.2
事務従事者 18.1 12.4 48.4 33.1
販売従事者 8.4 11.1 6.6 11.5
サービス職業従事者 5.6 15.8 6.5 20.1
保安職業従事者 3.1 2.2 0.5 0.1
生産工程従事者 12.5 12.6 3.4 5.8
輸送・機械運転従事者 6.2 3.1 0.4 0.2
建設・採掘従事者 2.5 0.9 0.3 0.1
運搬・清掃・包装等従事者 2.1 12.2 0.5 5.4
分類不能の職業 6.4 14.5 5.1 10.3

職場環境

処理しきれないほどの仕事であふれていた 31.1 20.8 27.9 20.3
差別を見聞した 8.3 11.1 9.4 8.0
ハラスメントを見聞した 19.8 17.1 22.6 16.3
労働者の利益代表組織・手段が確保されていた 20.6 8.3 15.2 9.6
身体的な怪我を負う人が頻繁に発生した 16.6 14.7 13.4 11.5
ストレスによって精神的に病んでしまう人が発生した 23.6 18.5 24.2 18.8

「精神状態が悪い」 49.2 51.1 53.5 54.5
量的変数

変数名 平均 標準偏差 最大値 最小値
時間あたり賃金（実質値，円） 1660.4 1194.0 11481.1 65.1
注：1）対象：20～49 歳の就業者（在学中の者を除く。また，農業，林業，漁業，鉱業は除く）
　　2）学歴，婚姻状態，産業，企業規模，職業の数値は列パーセントであり，足し合わせると 100 とならないのは四捨五入による
　　3）�職場環境の各指標は，「あてはまる」～「あてはまらない」の 5 段階の選択肢のうち「あてはまる」または「どちらかというとあてはまる」

が選択された割合
　　4）�時間あたり賃金は年間収入額を 12 月の標準的な週労働時間の 52 倍で除した数値のうち，異常値を除く目的で上下 1％除去している。それ

でも最小値は最低賃金を下回っている。これは，12 月の標準的な労働時間から年間労働時間を算出していることによる誤差の影響もある
と考えられる。

出所：リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査（第 1～4 回）」
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ントを見聞している。2 年以上に渡ってハラスメ
ントに接することは稀なことではない。
　ハラスメントが見聞される属性や職場環境につ
いて，第 1～4 回調査（2015～2018 年が対象）の
データを対象としプロビットモデルにより分析し
たのが表 3 である。5 項目の職場環境を説明変数
として加えた結果，すべての変数が有意にハラス

メント見聞率を上昇させている。「処理しきれな
いほどの仕事であふれていた」の結果は，ストレ
ス過多な職場環境においてハラスメントが発生す
るという多くの先行研究と整合的である。「差別
を見聞した 4）」「身体的な怪我を負う人が発生し
た」と「ストレスによって精神的に病んでしまう
人が発生した」は，管理職による職場管理が行き

図 1　就業状態・ハラスメント見聞有無間の移動

2015 年 2016 年 2017 年 2015 年 2016 年 2017 年

正社員
ハラスメント

見聞あり
100

就業継続かつ
ハラスメント

見聞あり
45.1

就業継続・ハラスメント
見聞あり

26.8

正社員
ハラスメント

見聞なし
100

就業継続かつ
ハラスメント

見聞あり
11.3

就業継続・ハラスメント
見聞あり

4.2
就業継続・ハラスメント

見聞なし
15.7

就業継続・ハラスメント
見聞なし

6.6

離職
2.7

離職
0.5

就業継続かつ
ハラスメント

見聞なし
47.5

就業継続・ハラスメント
見聞あり

13.9 就業継続かつ
ハラスメント

見聞なし
84.5

就業継続・ハラスメント
見聞あり

7.7
就業継続・ハラスメント

見聞なし
31.9

就業継続・ハラスメント
見聞なし

73.1

離職
1.7

離職
3.7

離職
7.4

離職
4.2

2015 年 2016 年 2017 年 2015 年 2016 年 2017 年

非正社員
ハラスメント

見聞あり
100

就業継続かつ
ハラスメント

見聞あり
34.4

就業継続・ハラスメント
見聞あり

15.9

非正社員
ハラスメント

見聞なし
100

就業継続かつ
ハラスメント

見聞あり
9.4

就業継続・ハラスメント
見聞あり

3.4
就業継続・ハラスメント

見聞なし
11.7

就業継続・ハラスメント
見聞なし

4.8

離職
6.7

離職
1.2

就業継続かつ
ハラスメント

見聞なし
39.8

就業継続・ハラスメント
見聞あり

8.4 就業継続かつ
ハラスメント

見聞なし
74.0

就業継続・ハラスメント
見聞あり

5.0
就業継続・ハラスメント

見聞なし
24.7

就業継続・ハラスメント
見聞なし

60.1

離職
6.7

離職
8.9

離職
25.8

離職
16.6

注：�1）第 1～3 回調査のすべてに回答している 2015 年 12 月時点で 20～49 歳の就業者（在学中の者を除く。また，農業，林業，漁業，鉱業は除く）
を対象として集計

　　2）図中の数字はすべて（％）。足し合わせても一致しない箇所は四捨五入による。
出所：リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査（第 1～3 回）」
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届いていない，あるいは安全管理がなされていな
いなど劣悪な労働環境であることを示唆し，これ
らの環境下ではハラスメントが発生しやすいもの
と推察される。
　さらに，「労働者の利益代表組織・手段が確保
されていた」場合にも見聞される傾向にある。村
上（2018）は，パワーハラスメントの相談を受け
た労働組合が企業の人事部と共同で全社員に対し
てアンケートを行い，ハラスメントの実態把握と
解決策を講じた事例を紹介している。モデル 1～
4 の結果は，労働組合などを通じてハラスメント
を含む企業内の職場環境について情報共有がなさ
れている可能性が考えられる。
　他方で，「労働者の利益代表組織・手段が確保

されていた」が日本的雇用慣行の代理指標（日本
的雇用慣行のもとでの職場環境がハラスメント見聞
と強く相関）となっている可能性もある 5）。その
場合，モデル 1～4 では産業，企業規模，職業な
どの変数を制御しているものの，制御が十分では
ない。ただし，JPSED は個人調査であるため，
直接的に企業の特徴が捉えられるわけではない。
そこで，モデル 1～4 での制御変数を用いて労働
者の利益代表組織・手段が確保される蓋然性（傾
向スコア）を算出し，傾向スコアが同等の回答者
間で「労働者の利益代表組織・手段が確保されて
いた」の効果を測定した（傾向スコアマッチング
法）6）。
　モデル 1～4 に対応したすべてのサブサンプル

表 3　ハラスメント見聞の要因（プロビットモデル）

モデル 1 2 3 4 5 6
プロビットモデル 傾向スコアマッチング

被説明変数 ハラスメントを
見聞した＝1

ハラスメントを
見聞した＝1

ハラスメントを
見聞した＝1

ハラスメントを
見聞した＝1

ハラスメントを
見聞した＝1

ハラスメントを
見聞した＝1

対象 男性正社員 男性非正社員 女性正社員 女性非正社員 男性正社員 女性正社員

職場環境
労働者の利益代表組織・手段が確保
されていた

0.046*** 0.042*** 0.066*** 0.051*** 0.062*** 0.087***
（0.005） （0.012） （0.008） （0.008） （0.006） （0.011）

処理しきれないほどの仕事であふれ
ていた

0.072*** 0.057*** 0.062*** 0.064***
（0.004） （0.009） （0.006） （0.006）

差別を見聞した 0.225*** 0.213*** 0.263*** 0.239***
（0.006） （0.011） （0.008） （0.007）

身体的な怪我を負う人が発生した 0.092*** 0.066*** 0.073*** 0.054***
（0.005） （0.011） （0.008） （0.008）

ストレスによって精神的に病んでし
まう人が発生した

0.187*** 0.175*** 0.207*** 0.178***
（0.004） （0.009） （0.006） （0.006）

勤続 5 年未満 0.015*** 0.015 0.036*** －0.005
（0.005） （0.014） （0.008） （0.010）

勤続 5 年以上 10 年未満 0.004 0.008 0.023*** 0.002
（0.005） （0.017） （0.009） （0.011）

20～24 歳 －0.026** －0.037** －0.034*** －0.012
（0.010） （0.018） （0.012） （0.011）

25～29 歳 －0.018** 0.007 －0.034*** －0.004
（0.008） （0.016） （0.011） （0.010）

30～34 歳 0.001 －0.015 －0.014 0.002
（0.006） （0.015） （0.010） （0.009）

35～39 歳 －0.008 －0.030* 0.002 0.008
（0.007） （0.017） （0.011） （0.009）

40～44 歳 －0.007 －0.009 －0.007 0.010
（0.006） （0.015） （0.010） （0.008）

サンプルサイズ 43,643 7,103 19,665 19,005 43,643 19,665
疑似決定係数 0.2112 0.2547 0.2022 0.2090 ― ―

注：1）対象：20～49 歳の就業者（在学中の者を除く。また，農業，林業，漁業，鉱業は除く）
　　2）モデル 1～4 の制御変数：雇用期間の定め有無，学歴，婚姻状態，産業（大分類），企業規模，職業（大分類），調査年
　　3）�モデル 5，6 の共変量：職場環境（表中「労働者の利益代表組織・手段が確保されていた」以外），勤続年数，雇用期間の定め有無，年齢

（5 歳階級），学歴，婚姻状態，産業（大分類），企業規模，職業（大分類），調査年
　　4）�制御変数（共変量）の参照点：勤続 10 年以上，雇用期間の定め有り，45～49 歳，高校卒業者，配偶者なし，製造業，100～299 人，事務

従事者，2015 年
　　5）表上段は限界効果，下段括弧内はクラスター構造に頑健な標準誤差を示す。有意水準：*p < 0.1，**p < 0.05，***p < 0.01
出所：リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査（第 1～4 回）」
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で行ったが，男性非正社員および女性非正社員で
は計算が収束しなかったため，男性正社員と女性
正社員のみを掲載した。非正社員において計算が
収束しなかった原因として，非正社員では「労働
者の利益代表組織・手段が確保されていた」と回
答する者の割合が正社員に比べかなり低かったた
めに（表 2），非正社員で比較可能なサンプルサイ
ズが限られ，収束を難しくさせたと考えられる

（推定された傾向スコアの分布は非正社員のものも含
めて補図に記載した）。モデル 5 と 6 によれば，正
社員では男女ともに単純なプロビットモデルと同
様に正の値を示した。この結果から，純粋に労働
者の利益代表組織・手段の存在がハラスメント見
聞確率を高めているものと解釈される。
　男女ともに勤続 5 年未満の正社員は参照点とす
る勤続 10 年以上の正社員に比べてハラスメント
を見聞する傾向にある。女性の場合，勤続 5 年以
上 10 年未満でも見聞確率が相対的に高い。他方
で，非正社員では勤続年数の効果はみられなかっ
た。正社員は雇用期間の定めのない者が多い一方
で，非正社員では有期雇用が多く比較的短い勤続
で離職する者が多い。非正社員は正社員に比べ勤
続年数の分散が小さいことが，勤続年数の効果が
あらわれないことの原因と考えられる。年齢に着
目すると，20 歳代の男女正社員は参照点の 45～
49 歳と比べ相対的にハラスメント見聞確率が低
い。表 1 では 20 歳代女性正社員の見聞率が高
かったが，表 3 によれば，ハラスメントの見聞率
を高める要因として年齢よりも勤続年数が重要と
考えられる。その意味では，転職を経験した場
合，性別や年齢にかかわりなく幅広い層が職場の
ハラスメントを見聞する可能性がある。
　最後に，JPSED で唯一ハラスメントの直接的
な被害の状況を尋ねている第 5 回追加調査を用い
て，ハラスメント見聞と直接被害の比較を行った

（表は省略）。表 3 と同様の立式にて被説明変数を
「（回答者）自身がハラスメントを受けた」とした。
主な相違点として，「（回答者）自身がハラスメン
トを受けた」を被説明変数とした場合，「労働者
の利益代表組織・手段が確保されていた」が有意
に負の効果を示した（この比較は，2019 年に改正
労働施策総合推進法が成立したことを考慮して，

2019 年のみを対象として行っている）。
　表 3 では労働者間でのハラスメントに関する情
報共有がハラスメントの見聞率を高める可能性を
論じたが，追加的な分析結果は，そうした情報共
有が直接的なハラスメント被害の抑止につながる
可能性を示唆している。

３　人間関係問題としてのハラスメント

　ハラスメントは就業環境を悪化させ，就業継続
をも困難にさせると考えられる。実際，JPSED

（第 1～4 回）を用いて前の勤務先の離職理由（複
数回答）の構成比を確認すると，性別，雇用形態
を問わず「人間関係への不満」の割合が 15％程
度以上と相対的に高く，職場での人間関係が幅広
い層にとって就業継続を左右する大きな要因と
なっていることがわかる。
　ハラスメントが離職原因となった場合，該当す
る選択肢は「人間関係への不満」による離職であ
ろう。ここでは「人間関係への不満」を理由とし
た離職を人間関係による離職と呼び，ハラスメン
ト見聞とその翌年の離職の関係について分析す
る。なお，表 3 の結果から，ハラスメント見聞と
その影響が勤続期間によって異質であることが予
想される。そこで，勤続 5 年以上ダミー変数を導
入した（参照点：勤続 5 年未満）。また，離職を考
えるにあたっては，サーチ理論やジョブマッチン
グ理論で議論されるように，現在の賃金が転職時
の留保賃金に与える影響を考慮する必要がある。
あるいは補償賃金仮説的な視点で考えれば，賃金
水準によって職場のストレス（ハラスメント見聞）
に対する納得度も異なるとも考えられる。そこ
で，時間あたり賃金（対数値）を説明変数に加え
ることとした。
　プロビットモデルにより分析した結果が表 4 で
ある。パネル A（モデル 1～4）は（理由にかかわ
らず）翌年に離職した場合に 1，それ以外で 0 を
取るダミー変数を被説明変数とし，パネル B（モ
デル 5～8）は翌年に人間関係により離職した場合
に 1，それ以外で 0 を取るダミー変数を被説明変
数とした結果である。説明変数の「ハラスメント
を見聞した」はパネル A，B のすべてのモデルに
おいて有意に正の値であり，参照点である勤続 5
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表 4　ハラスメントの見聞と離職・メンタルヘルスとの関係（プロビットモデル）

パネル A
モデル 1 2 3 4

被説明変数 翌年に離職＝1 翌年に離職＝1 翌年に離職＝1 翌年に離職＝1
対象 男性正社員 男性非正社員 女性正社員 女性非正社員

ハラスメントを見聞した 0.016*** 0.076*** 0.025*** 0.033 ***
（0.006） （0.021） （0.009） （0.012 ）

　　　×勤続 5 年以上 －0.005 －0.079* －0.016 －0.012
（0.007） （0.047） （0.013） （0.023 ）

労働者の利益代表組織・手段が確保されていた －0.016** －0.051* －0.027** －0.009
（0.006） （0.029） （0.012） （0.014 ）

　　　×勤続 5 年以上 －0.007 0.118** 0.004 －0.034
（0.008） （0.058） （0.017） （0.031 ）

時間あたり賃金（対数値） －0.015*** －0.014 －0.012*** －0.018 ***
（0.002） （0.010） （0.004） （0.006 ）

サンプルサイズ 19,761 2,961 9,759 9,531
疑似決定係数 0.0927 0.0762 0.0843 0.0448

パネル B
モデル 5 6 7 8

被説明変数 翌年に人間関係
による離職＝1

翌年に人間関係
による離職＝1

翌年に人間関係
による離職＝1

翌年に人間関係
による離職＝1

対象 男性正社員 男性非正社員 女性正社員 女性非正社員

ハラスメントを見聞した 0.013*** 0.051*** 0.014*** 0.019***
（0.003） （0.012） （0.005） （0.006）

　　　×勤続 5 年以上 －0.001 －0.029 －0.003 －0.014
（0.004） （0.027） （0.008） （0.012）

労働者の利益代表組織・手段が確保されていた －0.010** －0.019 －0.022*** －0.006
（0.004） （0.019） （0.008） （0.008）

　　　×勤続 5 年以上 －0.001 0.009 0.016 －0.011
（0.005） （0.044） （0.011） （0.019）

時間あたり賃金（対数値） －0.005*** －0.013** －0.006** －0.006**
（0.001） （0.005） （0.003） （0.003）

サンプルサイズ 19,761 2,858 9,719 9,490
疑似決定係数 0.1189 0.1150 0.1050 0.0559

パネル C
モデル 9 10 11 12

被説明変数 翌年に「精神状態
が悪い」＝1

翌年に「精神状態
が悪い」＝1

翌年に「精神状態
が悪い」＝1

翌年に「精神状態
が悪い」＝1

対象 男性正社員 男性非正社員 女性正社員 女性非正社員

ハラスメントを見聞した
0.023 0.021 0.017 0.003

（0.015） （0.026） （0.016） （0.015）

　　　×勤続 5 年以上 0.040** 0.029 0.015 0.068***
（0.017） （0.048） （0.021） （0.027）

労働者の利益代表組織・手段が確保されていた －0.034** －0.094*** －0.025 －0.038**
（0.016） （0.032） （0.019） （0.017）

　　　×勤続 5 年以上 0.021 －0.010 －0.025 －0.010
（0.018） （0.064） （0.025） （0.031）

時間あたり賃金（対数値） －0.029*** －0.023** －0.016** －0.014**
（0.006） （0.011） （0.008） （0.007）

サンプルサイズ 26362 4340 13936 13455
疑似決定係数 0.0316 0.0513 0.0135 0.0151
注：1）対象：20～49 歳の就業者（在学中の者を除く。また，農業，林業，漁業，鉱業は除く）
　　2）�制御変数：職場環境（「処理しきれないほどの仕事であふれていた」「差別を見聞した」「身体的な怪我を負う人が発生した」「ストレスによっ

て精神的に病んでしまう人が発生した」），勤続 5 年以上か否か，雇用期間の定め有無，年齢（5 歳階級），学歴，婚姻状態，産業（大分類），
企業規模，職業（大分類），調査年

　　3）�制御変数の参照点：勤続 5 年未満，雇用期間の定め有り，45～49 歳，高校卒業者，配偶者なし，製造業，100～299 人，事務従事者，2015 年
　　4）表中上段は限界効果，下段括弧内はクラスター構造に頑健な標準誤差を示す。有意水準：* p < 0.1,  ** p < 0.05,  *** p < 0.01
出所：リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査（第 1～4 回）」
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年未満の者に対してハラスメントの見聞が翌年の
離職，および人間関係による離職確率を上げるこ
とが示唆される。次に，勤続 5 年以上の者への効
果を測るため，「ハラスメントを見聞した」と

「勤続 5 年以上」の交差項との限界効果の和を F
検定した。その結果，モデル 1（0.011（＝0.016＋

（－0.005）），5％水準）とモデル 5（0.012（＝0.013＋
（－0.001）），1％水準）のみ有意であり，男性正社
員は勤続の長さにかかわらずハラスメントの見聞
が離職，および人間関係による離職につながって
いる。
　ハラスメント見聞が離職につながらないもの
の，精神状態が悪化していれば，それもまたハラ
スメントによる負の影響として考慮されるべきだ
ろう。パネル C（モデル 9～12）では翌年に「精
神状態が悪い」7） を被説明変数とした。参照点で
ある勤続 5 年未満の者ではハラスメント見聞は翌
年の精神状態に有意な影響を示さない。他方で，
勤続 5 年以上での影響をみるためパネル A，B と
同様に F 検定すると男性正社員（0.063（＝0.023＋
0.040），1％水準），女性正社員（0.032（＝0.017＋
0.015），5％水準），女性非正社員（0.071（＝0.003＋
0.068），1％水準）で有意な結果となった。
　ハラスメント見聞が離職あるいは人間関係によ
る離職に影響を及ぼすのは主に勤続 5 年未満であ
るのに対し，精神状態の悪化につながるのは勤続
5 年以上で観察された。こうした現象の解釈とし
て次のようなことが考えられる。勤続 5 年未満で
ハラスメントを見聞した場合には多くが離職を選
択肢として考え，実際に離職確率は高くなる。他
方で，勤続 5 年以上の者では特殊熟練や職務上の
責任などから簡単に離職しない傾向になるが，ハ
ラスメント見聞が精神状態の悪化につながりやす
くなる。
　なお，「精神状態が悪い」という変数は，調査
から情報が得られる 3 つの症状を用いて作成され
ているが（注 7）），「精神状態が悪い」を構成する
これらの 3 つの症状それぞれへの影響を順序プロ
ビットモデルによって確認した（表は省略）。そ
の結果，男性正社員，女性正社員，女性非正社員
の多くの推定結果においてハラスメント見聞が有
意に負の影響を示し，労働者代表組織・手段の存

在と時間あたり賃金の高さにおいて有意に正の影
響が観察された点で概ね一致した。ただ，個別の
症状でみると，勤続が短い場合であってもハラス
メントの見聞が精神状態に悪影響を及ぼす可能性
が示唆された。
　「労働者の利益代表組織・手段が確保されてい
た」はハラスメント見聞率を高める要因となって
いた（表 3）。表 4 では男女ともに 5 年未満の正社
員に対して離職および人間関係による離職の確率
を下げる効果が確認できる（5 年未満の非正社員で
有意なのは男性の（理由にかかわらない）離職のみ
だった）。さらに，勤続 5 年以上の者への効果を
測るため交差項との和を F 検定した結果，モデ
ル 1（－0.023（＝－0.016＋（－0.007）），1％水準），モ
デル 3（－0.023（＝－0.027＋0.004），10％水準），モ
デル 5（－0.011（＝－0.010＋（－0.001），5％水準）で
有意であった。これらから，労働者の利益代表組
織・手段が幅広い正社員層の離職を抑制すること
が示唆される。
　翌年に「精神状態が悪い」を被説明変数とした
パネル C によれば，労働者の利益代表組織・手
段の効果は勤続 5 年未満の者でみられないもの
の，交差項との和の検定ではモデル 10（－0.104

（＝－0.094＋（－0.010）），10 ％ 水 準 ）， モ デ ル 11
（－0.050（＝－0.025＋（－0.025）），1％水準）とモデ
ル 12（－0.048（＝－0.038＋（－0.010）），10 ％ 水 準 ）
において有意であり，勤続 5 年以上の層では効果
がみられた。
　表 4 の結果から，労働者の利益代表組織・手段
の存在は短い勤続における離職，中長期的な勤続
における精神状態の悪化といった，それぞれの局
面で相対的にあらわれやすい影響に対して一定程
度の抑制効果があるようにみえる。ただし，労働
者の利益代表組織・手段の存在が当該企業の雇用
慣行を代理しているという表 3 と同様の可能性は
否定できない。表 4 でも傾向スコアマッチングに
よる分析を試みたものの，計算が収束せず，検証
することができなかった。今後改めて検証すべき
課題である。
　表 4 の分析を通じて，時間あたり賃金（対数値）
の効果はほとんどのモデルで有意に負の値を示し
た。これは，離職や精神状態の悪化を抑制してい
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る点では補償賃金的な役割を果たしている可能性
を，あるいは現職での賃金の高さが転職を抑制し
ているとすれば留保賃金を上昇させている可能性
を示す。こうした賃金の効果を制御してもなお，
ハラスメント見聞や労働者の利益代表組織・手段
の効果は観察されている。

４　セレクションバイアスの考慮

　以上は分析対象とする時点での属性や職場環境
と翌年の人間関係による離職との関係を示すもの
であるが，対象にセレクションバイアスが生じて
いることには留意が必要である。たとえば，分析
対象時点に長期勤続である労働者は，もともとそ
の職場環境に順応できる人物であったから長期勤

続が可能であったとも考えられる。その場合，同
じ職場の他者がハラスメントと感じる状況であっ
たとしてもハラスメントを見聞きしていると回答
しなかったり，あるいは，ハラスメントであると
認識しても人間関係による離職につながりにくい
可能性が否定できない。
　そこで，一階差分ロジットモデルを用いてハラ
スメント見聞が翌年の状態に与える影響をみたも
のが表 5 である。表中上段にはオッズ比を掲載
し，下段にはクラスター構造に頑健な標準誤差を
示した。パネル A では翌年に離職した場合に 1，
就業継続した場合に 0 をとる変数を被説明変数と
した（表 4 パネル A に対応）。モデル 1～4 によれ
ば，ハラスメント見聞が翌年の離職に影響を与え

表 5　ハラスメントの見聞と離職・メンタルヘルスとの関係（一階差分ロジットモデル）
パネル A

モデル 1 2 3 4 5 6 7 8
被説明変数 翌年に離職＝1 翌年に離職＝1 翌年に離職＝1 翌年に離職＝1 翌年に離職＝1 翌年に離職＝1 翌年に離職＝1 翌年に離職＝1

前年のハラスメント
見聞の有無 ― ― ― ― ハラスメント

見聞あり
ハラスメント

見聞あり
ハラスメント

見聞あり
ハラスメント

見聞あり
対象 男性正社員 男性非正社員 女性正社員 女性非正社員 男性正社員 男性非正社員 女性正社員 女性非正社員

ハラスメントを見聞した 1.219* 1.235 1.077 0.983 1.920*** 1.213 1.580* 1.452*
（0.147） （0.282） （0.142） （0.109） （0.428） （0.489） （0.424） （0.292）

労働者の利益代表組織・
手段が確保されていた

0.904 1.256 1.035 1.090 0.652** 0.714 1.299 1.353
（0.097） （0.350） （0.169） （0.138） （0.136） （0.440） （0.324） （0.311）

時間あたり賃金（千円） 0.889** 1.061 0.987 0.947 0.804** 1.106 0.906 1.027
（0.042） （0.106） （0.053） （0.044） （0.066） （0.248） （0.110） （0.075）

サンプルサイズ 10,120 1,303 4,608 4,258 1,758 181 915 683
疑似決定係数 0.0039 0.0036 0.0043 0.0042 0.0272 0.0653 0.0417 0.0188

パネル B
モデル 9 10 11 12 13 14 15 16

被説明変数 翌年に人間関係
による離職＝1

翌年に人間関係
による離職＝1

翌年に人間関係
による離職＝1

翌年に人間関係
による離職＝1

翌年に人間関係
による離職＝1

翌年に人間関係
による離職＝1

翌年に人間関係
による離職＝1

翌年に人間関係
による離職＝1

前年のハラスメント見聞
の有無 ― ― ― ― ハラスメント

見聞あり
ハラスメント

見聞あり
ハラスメント

見聞あり
ハラスメント

見聞あり
対象 男性正社員 男性非正社員 女性正社員 女性非正社員 男性正社員 男性非正社員 女性正社員 女性非正社員

ハラスメントを見聞した 1.476* 1.636 1.282 1.319 2.904*** 1.014 2.685** 1.505
（0.333） （0.662） （0.274） （0.273） （1.072） （0.687） （1.137） （0.496）

労働者の利益代表組織・
手段が確保されていた

0.614*** 0.743 1.171 0.917 0.470*** 0.753 1.254 1.633
（0.111） （0.308） （0.286） （0.186） （0.119） （0.654） （0.327） （0.605）

時間あたり賃金（千円） 0.874* 1.112 0.879* 0.979 0.805** 0.688 0.865 0.996
（0.067） （0.205） （0.059） （0.066） （0.088） （0.223） （0.129） （0.074）

サンプルサイズ 10,120 1,303 4,608 4,258 1,758 181 915 683
疑似決定係数 0.0136 0.0331 0.0077 0.0104 0.0597 0.1499 0.1028 0.0600

パネル C
モデル 17 18 19 20 21 22 23 24

被説明変数 翌年に「精神状
態が悪い」＝1

翌年に「精神状
態が悪い」＝1

翌年に「精神状
態が悪い」＝1

翌年に「精神状
態が悪い」＝1

翌年に「精神状
態が悪い」＝1

翌年に「精神状
態が悪い」＝1

翌年に「精神状
態が悪い」＝1

翌年に「精神状
態が悪い」＝1

前年のハラスメント見聞
の有無 ― ― ― ― ハラスメント

見聞あり
ハラスメント

見聞あり
ハラスメント

見聞あり
ハラスメント

見聞あり
対象 男性正社員 男性非正社員 女性正社員 女性非正社員 男性正社員 男性非正社員 女性正社員 女性非正社員

ハラスメントを見聞した 1.077* 1.195 1.005 0.970 1.603*** 1.649* 1.194 1.326*
（0.043） （0.143） （0.057） （0.062） （0.149） （0.476） （0.143） （0.195）

労働者の利益代表組織・
手段が確保されていた

1.049 0.910 1.085 0.965 1.126 1.423 1.025 0.990
（0.044） （0.146） （0.074） （0.072） （0.105） （0.495） （0.145） （0.157）

時間あたり賃金（千円） 0.990 1.000 0.966 1.004 1.027 0.852 0.964 1.103
（0.015） （0.044） （0.021） （0.028） （0.047） （0.100） （0.048） （0.076）

サンプルサイズ 12,487 1,668 6,096 5,452 2,180 246 1,243 897
疑似決定係数 0.0010 0.0017 0.0008 0.0004 0.0124 0.0299 0.0051 0.0071

注：1）対象：20～49 歳の就業者（在学中の者を除く。また，農業，林業，漁業，鉱業は除く）
　　2）�制御変数（参照点）：職場環境（「処理しきれないほどの仕事であふれていた」「差別を見聞した」「労働者の利益代表組織・手段が確保され

ていた」「身体的な怪我を負う人が発生した」「ストレスによって精神的に病んでしまう人が発生した」），婚姻状態（配偶者なし），調査年
（2015 年）

　　3）表中上段はオッズ比，下段括弧内はクラスター構造に頑健な標準誤差を示す。有意水準：* p < 0.1, ** p < 0.05,  *** p < 0.01
出所：リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査（第 1～4 回）」
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るのは男性正社員のみであり，有意水準も 10％
水準であった。ただ，前年にハラスメント見聞が
あった者に絞ったモデル 5～8 では男性正社員に
加えて，女性正社員，女性非正社員でもハラスメ
ント見聞が有意に離職確率を高める。
　翌年に人間関係による離職を被説明変数とした
パネル B でも（表 4 パネル B に対応），前年のハ
ラスメント見聞の条件づけをしなかったモデル 9
～12 では男性正社員のみが有意であるのに対し，
前年にハラスメント見聞があった場合に絞ると女
性正社員でも有意な結果となった。
　パネル C では翌年に「精神状態が悪い」場合
に 1，そうでない場合に 0 をとる変数を被説明変
数とした（表 4 パネル C に対応）。モデル 17～20
では男性正社員のみが有意な結果を示し，前年に
ハラスメント見聞があった者に限定したモデル
21～24 では男性正社員に加えて，男性非正社員，
女性非正社員でも有意な結果となった。
　男性正社員は，被説明変数や前年の条件づけの
有無によらず，ハラスメント見聞による負の影響
を受けやすい傾向にある。加えて，継続的なハラ
スメントの見聞は単年のそれよりもオッズ比や有
意水準においてより大きな影響があることを示し
ており，そのような状況下では男性正社員以外で
も有意な結果が示された。長期的あるいは慢性な
ハラスメントが幅広い層に対して悪影響を及ぼす
ものと推察される。労働者の利益代表組織・手段
はパネル A モデル 5，パネル B モデル 9 とモデ
ル 13 でそれぞれ離職を緩和する効果がみられた。
限られた層にではあるが，ハラスメント環境へ対
処する手段のひとつとして有効である可能性を示
す。

Ⅳ　ハラスメント被害とその後

１　データと記述統計

　本節の分析はインターネットモニターに対して
スクリーニング調査と本調査の 2 段階で行われた

「職場内の人間関係と問題解決に関するアンケー
ト」調査 8）を用いる。
　ハラスメント被害を扱うという特性上，調査対

象者への精神的な負担が十分に考慮されなければ
ならない。調査票の前文において，ハラスメント
について質問すること，回答は統計的に処理され
個人の特定化につながらないことや途中で回答を
やめられることなどが明記された。そのうえで

「協力してもよい」を選択した 1350 名に対し回答
が依頼された。本調査での設問においても「回答
したくない」の選択肢を設け，最終的には 1120
名の回答が得られた。
　インターネット調査であることから，Ⅲで用い
た JPSED と同様に回答者の偏りが懸念される。
本調査は，総務省が実施した 2017 年『就業構造
基本調査』の結果をもとに性別，年齢階級などの
属性による割り当てを行った。なお，本調査は非
管理職の雇用労働者を対象として行ったが，有効
回答の 94.3％が正社員であったため，以下の分析
では正社員のみの回答を使用する。
　現在の職場でのハラスメントの有無について
は，「現在の職場 9）で，あなたはハラスメントを
受けたことがありますか（過去に受けていた場合
も含む）」という設問に「慢性的にある（あった）」

「一時的にある（あった）」「ない（なかった）」「回
答したくない」の 4 つの選択肢が用意された 10）。

「慢性的にある（あった）」または「一時的にある
（あった）」と回答された場合にハラスメントが
あったと判断した。
　表 6 には記述統計として，所属する部門，ビッ
グファイブ 11）の得点の平均値と，本節の分析と
関係の深い項目の代表値を示した。現在の職場環
境は各項目に対して「あてはまる」～「あてはま
らない」の 5 段階の選択肢のうち，「あてはまる」
または「どちらかというとあてはまる」を選択し
た者の割合を示している。
　現在の職場でのハラスメント被害の有無と被害
に遭っているハラスメントの種類についてみる
と，すべての種類のハラスメントで男性よりも女
性の方が被害に遭っている割合が高い。ハラスメ
ントの種類ではパワーハラスメントが最も高く，
男 女 と も に 3 分 の 1 以 上（ 男 性 34.7 ％， 女 性
39.2％）にのぼる。この結果は，連合総合生活開
発研究所「勤労者の仕事と暮らしについてのアン
ケート」（2016）の 24.1％よりもやや高く，厚生



No. 748/November 2022 111

研究ノート　職場におけるハラスメントに関する実証分析

男性 女性 総数
部門（単一回答，％）
事務・管理部門 21.8 44.9 31.8
企画・開発部門 8.9 3.3 6.5
研究・分析部門 5.2 2.0 3.8
営業・販売部門 16.9 15.5 16.3
輸送・流通部門 6.1 1.1 3.9
生産・製造部門 16.0 5.7 11.5
サービス・相談部門 9.8 10.7 10.2
その他の部門 15.4 16.9 16.0
総数 100 100 100
ビッグファイブ（平均スコア）1）

外向性 8.5 7.9 8.2
協調性 9.3 9.4 9.3
誠実性 8.1 7.9 8.0
情緒安定性 7.9 7.4 7.7
開放性 8.2 8.6 8.4
職場環境 2）（％）
上司と部下のコミュニケーションが少ない 33.2 31.7 32.6
同僚同士のコミュニケーションが少ない 26.0 24.7 25.4
いつも仕事があふれている 50.9 51.6 51.2
失敗が許されない／失敗への許容度が低い 40.6 43.5 41.9
正社員と正社員以外など，様々な立場の従
業員が一緒に働いている 55.3 63.5 58.9

若手・中堅・ベテランの社員がバランスよ
く職場にいる 36.6 39.4 37.8

従業員同士は干渉し合わない 27.3 32.0 29.3
採用や退職，人事異動で人の出入りが多い 37.3 46.8 41.4
男性に比べて女性の社員の割合が少ない 61.7 32.6 49.1
現在の職場でのハラスメント被害 3）（％）
パワーハラスメント 34.7 39.2 36.7
セクシュアルハラスメント 12.0 24.3 17.3
マタニティハラスメント 5.2 10.3 7.4
その他のハラスメント 17.4 22.8 19.7
総数（いずれかのハラスメント少なくとも
1 つを受けている割合） 37.9 51.6 43.9

ハラスメント加害者（最も深刻な被害を与えた者を単一回答，％）
経営者（社長，役員，取締役等） 10.7 18.2 14.5
管理職（支店長，部長，課長等） 40.9 30.9 35.8
管理職以外の職場の上司・先輩 33.3 29.7 31.5
職場の同僚（後輩を含む） 10.7 14.8 12.8
職場以外で同じ会社・団体の人々 0.4 1.7 1.1
顧客・取引先など会社・団体以外の人々 3.1 2.5 2.8
その他 0.9 2.1 1.5
総数 100 100 100

表 6　記述統計

男性 女性 総数
ハラスメントを受けて取った行動（複数回答，％）
社内の人事部もしくは人事担当者に相談し
た 4.6 3.9 4.3

社内の人事部・人事担当以外の相談窓口に
相談した 2.2 1.3 1.8

会社・団体が用意した社外の相談窓口に相
談した 0.8 1.8 1.2

職場の管理職に相談した 5.2 9.4 7.1
管理職以外の職場の上司・先輩に相談した 5.7 8.8 7.1
職場の同僚に相談した（後輩を含む） 6.4 13.1 9.3
職場以外の同じ会社・団体の先輩に相談し
た 0.7 1.1 0.9

職場以外の同じ会社・団体の同僚に相談し
た 0.7 1.1 0.9

労働組合に相談した 1.0 0.9 1.0
公的な機関に相談した 1.0 0.9 1.0
会社・団体とは関係のない医師，カウンセ
ラーや専門家に個人的に相談した 2.2 1.5 1.9

家族や会社・団体とは関係のない知人・友
人に相談した 2.4 11.4 6.3

加害者にハラスメントをやめるよう直接自
分から訴えた 1.7 2.0 1.8

ハラスメントの状況を文書にしたり，録
音・録画などして記録に残した 2.4 2.6 2.5

しばらくの期間，会社・団体を休むことに
した（休んでいる） 1.2 2.0 1.5

転職や独立の準備をした 2.5 4.6 3.4
その他の行動 1.0 3.5 2.1
何もしなかった（していない） 43.6 24.6 33.8
何もしなかった理由（複数回答，％）
何をしても解決にならないと思ったから 63.3 63.8 63.5
自分にも非があるように感じたから 12.2 13.8 12.8
自分に職務上不利益が生じると思ったから 19.4 10.3 16.0
職場内で問題が公になることが懸念された
から 6.1 8.6 7.1

ハラスメント行為がさらにエスカレートす
ると思われたから 6.1 5.2 5.8

職場での人間関係が悪化すると思われたか
ら 17.4 25.9 20.5

ハラスメントについて相談しにくい雰囲気
があったから 5.1 13.8 8.3

何らかの行動をするほどのことではないと
思ったから 22.5 27.6 24.4

その他　具体的に： 3.1 1.7 2.6

注：1）対象：正社員（農業，林業，漁業，鉱業を除く）
　　2）�ビッグファイブの 5 特性を 10 項目から測定する Ten Item Personality Inventory を採用した。各特性は最小 2 点～最大 14 点にスコア化さ

れる。
　　3）選択肢「あてはまる」または「どちらかというとあてはまる」を選択した割合を集計した。
　　4）�選択肢「慢性的にある（あった）」または「一時的にある（あった）」を選択した場合に「被害あり」とした。母数には「回答したくない」

も含む。
出所：「職場内の人間観関係と問題解決に関するアンケート調査」
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労働省委託事業「パワーハラスメントに関する実
態調査」（2016）での男性正社員 34.8％，女性正
社員 35.1％と同程度であった。
　さらに，ハラスメントを加えた人物について尋
ねた。回答は加害者すべてを回答する複数回答と
最も深刻な被害を与えた単一回答の両方を尋ねて
いるが，ここでは最も深刻な被害を与えた人物に
ついての回答を記載した。
　ハラスメントを受けてどのような行動を取った
かについても質問した。男女ともに職場の同僚へ
の相談が最も多く，管理職や上司，先輩など同じ
職場の人々への相談が大きな割合を占めた。男女
で行動に差異がみられるのは，男性は人事部もし
くは人事担当者へ相談する割合が高く，女性は家
族や会社とは関係のない人へ相談する割合が高い
点である。また，男女ともに低くない割合が何も
しなかったと回答している（男性で 43.6％，女性
でも 24.6％）。
　何もしなかった理由をみると，何をしても解決
にならないと思ったからとの回答が圧倒的に多
い。男性では職務上の不利益を心配する割合が高
く，女性では職場での人間関係が悪化することを
心配する割合が高くなっていた。

２　パワーハラスメントの発生と職場環境

　まず，どのような職場環境がハラスメント被害
と関連するか分析する。以降の分析ではハラスメ
ントの種類によって発生メカニズムが異なる可能
性を考慮して，男女ともに最も被害が多かったパ
ワーハラスメントに焦点をあてる。Ⅲで利用した
データセットとは異なり，単発でのアンケート調
査であるため個別効果の影響を除去する分析はで
きない。そこで，ビッグファイブといわれる個人
の心理特性を制御変数に加えた。これによりハラ
スメントを受けやすいとされるパーソナリティ

（Coyne, Seigne and Randall 2000；Glasø et al. 2007
など）やハラスメントに対する主観性を制御する
こととした。
　表 7 は，現在の職場においてパワーハラスメン
ト 12）を経験した場合に 1，経験していない場合
に 0 を取るダミー変数を被説明変数としプロビッ
トモデルを用いた分析の結果である。パワーハラ

スメント，健康を害するパワーハラスメントとも
に上司と部下のコミュニケーションが少なく，失
敗が許されない職場において被害確率が高い。他
方で，従業員同士が干渉し合わない職場では被害
確率が低い。また，女性では「若手・中堅・ベテ
ランの社員がバランスよく職場にいる」場合に被
害が少ない。また，ビッグファイブではほとんど
の指標で有意な結果が得られなかったが，情緒安
定性が高い場合にハラスメント被害確率が低いと
の結果が得られた。
　表 7 はクロスセクションデータによる結果であ
り，因果関係を特定することはできない。ただ，
上司と部下のコミュニケーションの欠如，同僚間
での攻撃的なコミュニケーション，失敗への不許
容などが少なくともハラスメント被害と相関して
いる点においては，先行研究と整合的な結果で
あった。今後，複数年の観察結果や操作変数など
を利用した分析により因果関係を明らかにするこ
とが課題となる。

３　ハラスメント被害の転職後への影響

　続いて，ハラスメント被害がその後に与える影
響について分析する。本調査では「人間関係への
不満」が前の勤務先の離職理由である場合に，そ
れがハラスメント被害だったかについて直接的な
設問を設けている。正社員の回答者 1056 名のう
ち転職経験を有する者は 612 名（58.0％）であり，
そのうち前の勤務先を「人間関係への不満」を理
由（単一回答）に選んだのは 117 名（19.1％）で
あった。「人間関係への不満」を選択した回答者
に対して，その「人間関係への不満」にハラスメ
ントが含まれているかを尋ねたところ，「自分を
対象としたハラスメントがあった」（48.7％）と

「自分は対象ではなかったが職場にはハラスメン
トがあった」（22.6％）という回答であった。自ら
への直接的なハラスメント被害で約半数，他者へ
のハラスメント行為を見聞することも含めると 7
割以上が職場のハラスメントを離職理由に含めて
いる。さらに，これら直接的あるいは間接的なハ
ラスメントが原因で離職した者 85 名のうち 56 名

（65.9％）が勤続 5 年未満であった。
　では，前の勤務先においてハラスメントが存在
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した場合，現職ではハラスメントと無縁な職場に
移ることができたのだろうか。表 8 は，転職経験
を有する者を対象とし，ハラスメントによる離職
経験と現職でのパワーハラスメント被害の関係に
ついて分析した結果である。モデル 1～3 は男性
正社員を対象とし，モデル 4～6 は女性正社員を
対象としている。
　モデル 1 は，現職でパワーハラスメントを受け
ているか否かを被説明変数，「自分を対象とした
ハラスメントが離職理由に含まれる」（以下，「ハ
ラスメントによる離職」と呼ぶ）を説明変数とした
立式の結果である。ハラスメントによる離職の場

合，現職でパワーハラスメントを受ける確率は
19.5％上昇する 13）。
　モデル 2 はハラスメントによる離職と前の勤務
先での勤続年数の交差項を加えた。交差項の参照
点を前の勤務先で勤続 5 年未満としたため，表中
の限界効果 0.206 は前の勤務先において勤続 5 年
未満だった者の現職ハラスメント被害への影響と
して解釈できる。前の勤務先での勤続が 5 年以上
だった場合は，この参照点の限界効果と該当する
交差項の限界効果の和を F 検定する必要がある。
勤続 5 年以上（0.175（＝0.206＋（－0.031）））は，検
定の結果，有意ではなかった。したがって，勤続

表 7　ハラスメントの被害発生要因（プロビットモデル）

モデル 1 2 3 4

被説明変数
現在の職場で

パワーハラスメント
を受けている＝1

現在の職場で
パワーハラスメント

を受けている＝1

現在の職場で
健康を害するほどの
パワーハラスメント

を受けている＝1

現在の職場で
健康を害するほどの
パワーハラスメント

を受けている＝1
対象 男性正社員 女性正社員 男性正社員 女性正社員

上司と部下のコミュニケーションが少ない 0.107** 0.216*** 0.100*** 0.137***
（0.046） （0.053） （0.036） （0.043）

同僚同士のコミュニケーションが少ない 0.017 －0.001 0.068* 0.023
（0.051） （0.060） （0.040） （0.048）

いつも仕事があふれている －0.004 0.013 0.001 0.025
（0.041） （0.049） （0.032） （0.044）

失敗が許されない／失敗への許容度が低い 0.079* 0.135*** 0.064* 0.084**
（0.042） （0.045） （0.033） （0.040）

正社員と正社員以外など，様々な立場の従業員
が一緒に働いている

－0.043 0.057 －0.048 0.076*
（0.041） （0.048） （0.033） （0.044）

若手・中堅・ベテランの社員がバランスよく職
場にいる

－0.019 －0.150*** －0.022 －0.121***
（0.041） （0.044） （0.034） （0.041）

従業員同士は干渉し合わない －0.169*** －0.092* －0.066* －0.059
（0.045） （0.049） （0.037） （0.044）

採用や退職，人事異動で人の出入りが多い 0.084* 0.071 0.016 0.062
（0.043） （0.046） （0.035） （0.041）

男性に比べて女性の社員の割合が少ない 0.042 0.012 0.030 －0.064
（0.043） （0.049） （0.035） （0.043）

外向性 0.008 －0.010 0.002 0.002
（0.009） （0.010） （0.008） （0.009）

協調性 －0.013 －0.002 －0.010 －0.005
（0.010） （0.011） （0.008） （0.009）

誠実性 0.006 －0.012 －0.001 －0.004
（0.010） （0.011） （0.008） （0.009）

情緒安定性 －0.018* －0.032*** －0.013 －0.021**
（0.010） （0.011） （0.009） （0.009）

開放性 －0.008 －0.004 0.003 －0.015
（0.010） （0.012） （0.008） （0.010）

サンプルサイズ 566 419 549 422
疑似決定係数 0.1453 0.2402 0.1982 0.2652
注：1）対象：正社員（農業，林業，漁業，鉱業を除く）
　　2）�制御変数：年齢（5 歳階級），学歴，婚姻状態，子ども有無，初職か否か，フルタイムか否か，雇用契約期間の有無，産業（大分類），企業

規模，職業（大分類），部門
　　3）制御変数の参照点：45～49 歳，高校卒業者，配偶者なし，製造業，100～299 人，事務従事者，事務・管理部門
　　4）表中上段は係数，下段括弧内は標準誤差を示す。有意水準：* p < 0.1,  ** p < 0.05, *** p < 0.01
出所：「職場内の人間観関係と問題解決に関するアンケート調査」
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5 年未満でハラスメントによって前の勤続先を離
職した場合には現在の勤続先でもハラスメント被
害に遭う可能性が高まる。
　モデル 3 では離職期間の効果をみるため，ハラ
スメントによる離職と前の勤務先から現在の勤務
先までの離職期間（対数値）との交差項を加えた。
本モデルにおいてハラスメントによる離職者の離
職期間の効果を測定するには，「前の勤務先から
現在の勤務先までの離職期間（対数値）」と，同
変数と「（前の勤務先離職理由が）ハラスメントに
よる離職」の交差項の和（0.207＝0.031＋0.176）を
F 検定する必要がある。検定の結果，5％水準で
有意であることが示され，ハラスメントにより離
職した場合には離職期間が長いほど再就職先でハ
ラスメント被害に遭う可能性が高くなる。
　モデル 4～6 は，モデル 1～3 それぞれに対応し
た立式によって女性正社員を対象にした結果であ
る。モデル 4 によれば，女性正社員は男性正社員
同様に，前の勤務先でハラスメントによる離職の
場合に現在の勤務先でもハラスメント被害を受け
る可能性が高く，その限界効果（0.222）は男性よ
りも大きい。前の勤務先での勤続年数との交差項
を加味したモデル 5 でも，勤続 5 年未満でハラス
メントによる離職をした場合に現在の勤務先でも
ハラスメント被害を受けやすく，その影響の大き
さは男性と同程度であった。
　心理学の既存研究の成果からは，同調性の低さ
がパワーハラスメント被害可能性 14）と離職可能
性 15）のどちらとも相関しているとの報告がある。
したがって，パーソナリティがハラスメントの連
鎖的な被害をもたらしている可能性はある。た
だ，表 8 の協調性（同調性）は有意でなく，本研
究の結果からはそのようなメカニズムは導かれな
い。
　他方で，転職に着目した経済学の研究蓄積から
も考えることができる。Gibbons and Katz（1991）
は，解雇（lay off）による離職者と工場閉鎖による
離職者では転職後の賃金水準が異なっており，情
報の非対称性が存在する中で解雇が負のシグナル
になっていると主張する。ハラスメント被害の文
脈に置き換えると，ハラスメント被害を含む人間
関係を理由として離職した者が，次の転職先でハ

ラスメント被害を受けないことを重要視して転職
活動をしても 16），前の勤務先での短い勤続年数
が負のシグナルとなり，ハラスメント被害を受け
にくい勤務先に就くことを阻害している可能性が
ある 17）。たとえば，長期勤続と人材育成を通し
て生産性向上を掲げる企業は，その一環としてハ
ラスメント発生防止や発生後の対応に力を注ぐこ
とも選択肢として考えるだろう。ハラスメント被
害により比較的短期勤続で自己都合退職を余儀な
くされた労働者がこうした企業への就業を希望し
ても，長期勤続可能性を重視する企業にとっては
当該労働者の経歴が負のシグナルとして捉えられ
る可能性がある。ただし，前の勤務先でのハラス
メント被害経験者が転職後も被害を受けやすい可
能性はいくつか考えられ，今後別の調査などによ
り解釈を慎重に重ねていくことが求められる。
　最後に，前の勤務先から現在の勤務先までの離
職期間との交差項の効果をみたモデル 6 では，男
性とは異なり有意な結果が得られなかった（0.036
＝0.001＋0.035，F 検定の結果非有意）。女性の場合，
離職期間の効果はモデル 4，5 においても観測さ
れておらず，離職期間がもつ影響が男女では異
なっている。この点については，Ⅴで改めて考察
する。

Ⅴ　考察―性別による影響の相違

　ここまでの結果から，いくつかの点においてハ
ラスメントの男女非対称な影響が示唆される。す
なわち，ハラスメントの見聞は男女ともに正社員
の離職確率を上昇させるが，女性は勤続 5 年未満
でのみその効果が検出されるのに対し，男性では
幅広い勤続期間において離職確率を上昇させる。
また，個別効果を考慮した追加的な分析では，被
説明変数や前年にもハラスメントを見聞したかに
かかわらず，見聞による負の影響が観察された。
さらに，男性がハラスメント被害を受けて離職し
た場合，現在の勤務先までの離職期間が長いほど
再就職先でのパワーハラスメント被害につながり
やすい。
　ハラスメント見聞が離職や精神状態の悪化に影
響することが男性正社員で強く観察される要因と



日本労働研究雑誌116

して，ハラスメント被害が OJT などの人材育成
と深く関わっている可能性が考えられる。坂爪

（2018）では，管理職が女性部下よりも男性部下
に対してやりがいのある仕事や中長期的な人材育
成を行っていることが指摘される。さらに，管理
職から部下に対するネガティブフィードバックも
男性部下の方が受けやすい傾向がみられるとい
う。こうした日本の組織や人材育成のあり方に
よって，会社内での昇進や職場での他者からの承
認と引き換えに受容すべき負荷としてパワーハラ
スメントが認識されている可能性があり，非正社
員よりも正社員，女性よりも男性の方がハラスメ
ント見聞の影響を幅広く，強く受ける要因となっ
ていると考えられる。
　表 5 において，前年にハラスメントを見聞して
いた回答者に絞った分析で男性正社員以外にも負
の影響が観察されたことは，短期間のハラスメン
トの強度のみならず，期間の長さから来る精神面
への負荷もまた影響することを示しており，そう
した状況下では幅広い層で有意性が検出されると
も考えることができる。また，表 6 で男性が「自
分に職務上不利益が生じると思ったから」を理由
にハラスメント被害に対して「何もしなかった」
こととも整合的である。ただし，今回観察された
結果から職場のハラスメント見聞の効果が単に性
別非対称なものであるとするのではなく，その発
生と影響のメカニズムの解明をもって非対称にあ
らわれていることを考える必要がある。
　次に，ハラスメント被害を受けた離職後の離職
期間が長いほど次の勤務先でもパワーハラスメン
ト被害に遭うという現象が男性正社員にのみ観察
された要因として，性別役割分業がかかわってい
ると考えられる。
　一般に，転職活動に要することのできる期間が
長ければ，よいマッチングに巡り合う可能性が高
くなり，再就職先での賃金が高くなる可能性があ
る。他方で，転職活動期間が何らかの要因によっ
て短く制限されている場合，労働者は条件の悪い
就職先を選択せざるを得ない。勇上（2005）は失
業期間が長いほど再就職先での賃金が低下してい
ることを示している。本研究での結果は，離職期
間が長いほど再就職先での処遇が低下するという

面で勇上（2005）と整合的である。こうした現象
が生じる原因として次のことが考えられる。将来
的に提示される労働条件が目の前で提示されてい
る条件よりも良い条件である可能性は，残りの転
職活動期間の長さに比例する。性別役割分業が依
然として存在するとされる日本において（たとえ
ば，筒井 2014），男性は女性よりも早期の再就職
が求められるかもしれない 18）。そのような制約
下においては，仮にハラスメントによって就業継
続が困難になった労働者が離職後に転職活動する
場合，男性の中で相対的に離職期間が長くなった
者は比較的悪い労働条件（ハラスメントを受ける
可能性が高い勤務先）であっても就業確保を優先
する観点から最終的に受け入れざるを得ない可能
性がある。加えて，離職期間が長くなることが，
短期勤続者の離職の場合と同様に，負のシグナル
となっている可能性もある。ただし，今回使用し
たデータでは，離職期間中の詳細な情報，前の勤
務先離職時の婚姻関係や経済状況などの情報を収
集しておらず，再就職に影響を与えうる要素をよ
り多く考慮したうえでの検証が必要である。

Ⅵ　結びに代えて

　本研究は，ハラスメントの見聞・被害と職場環
境との関係，ハラスメント見聞の離職や精神状態
に及ぼす影響，さらにパワーハラスメント被害者
の転職後の再被害可能性などについて分析した。
　大規模パネル調査による分析では，ストレス過
多な職場環境，管理職による職場管理が行き届い
ていない，あるいは安全管理がなされていないな
ど劣悪な労働環境下ではハラスメントが発生しや
すいことが確認された。また，勤続年数が短い正
社員は，長期勤続の正社員に比べ，ハラスメント
を見聞したと回答する確率が高かった。
　さらに，ハラスメント見聞は，勤続 5 年未満で
は翌年の離職と人間関係を理由とする離職に，勤
続 5 年以上では精神状態の悪化にそれぞれつなが
りやすいことが示された。ただし，これらの結果
は相対的な起きやすさを表すもので，勤続期間別
のサブサンプルに分けると，ハラスメントの見聞
が勤続 5 年未満であっても精神的に悪影響を及ぼ
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していることも確認された。
　長期勤続によるセレクションを考慮した分析で
は，男性正社員は，被説明変数や前年の条件づけ
の有無によらず，ハラスメント見聞による負の影
響を受けやすい傾向にある。その一方で，長期的
に職場のハラスメントに触れることは，男性正社
員以外の幅広い層にも負の影響が及ぶことも示唆
された。
　より直接的なハラスメント被害の実態を把握す
るために，後半では「職場内の人間関係と問題解
決に関するアンケート」調査を用いた分析した。
上司と部下のコミュニケーションが少なく，失敗
が許されない環境において被害が発生しやすい傾
向にあり，同僚同士のコミュニケーションが適度
にある環境では被害が発生しにくい傾向がみられ
た。さらに，ハラスメント被害が原因で離職した
者のうち，前の勤務先での勤続が 5 年未満の場合
には再就職後もパワーハラスメント被害に遭った
と回答する確率が高くなる。加えて，男性正社員
の場合には，前の勤務先を退職してから現在の勤
務先に入職するまでの期間が長いほど，再就職先
でのパワーハラスメント被害につながりやすいこ
とも示唆された。
　ハラスメント被害は，現にハラスメントを受け
ている時点での被害にとどまらず，長期的な精神
や身体の疾患による被害をもたらすことが既存研
究により指摘されてきた。本研究では，ハラスメ
ントによる影響が性別で非対称であることや，転
職の前後でも継続的に負の影響を及ぼす可能性な
どが示された。日本のみならず，世界的にもハラ
スメントがキャリア形成に及ぼす影響を調査した
データが少ないことなどを踏まえ，頑健な知見を
得るべく，より詳細な分析が今後求められる。
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 1）パワーハラスメントは和製英語ということもあり，海外文献
を検索するにあたっては “abuse”，“bully”，“mob” とその派生
語などをキーワードとして使用した。本論文での記載は「パ
ワーハラスメント」で統一した。なお，ハラスメントに関する
文献として Einarsen et al.（2020）は相当な範囲を網羅してお
り，本文献調査において活用した。

 2）ハラスメントと括ってしまうと膨大な量となることを考慮
し，後半部分の主な分析対象となるパワーハラスメントに焦点
をあてることとした。

 3）具体的には，性別，年齢階級，雇用形態によって分けられる
表 1 の 24 区分（=6×4）のセルに対してカイ二乗検定（自由
度 15）を実施した。

 4）設問文では「性別・年齢・国籍・障がいの有無・雇用形態に
よって差別を受けた人を見聞きしたことがあった」かが尋ねら
れている。

 5）たとえば，Kawaguchi（2019）では曖昧な職務範囲とマタ
ニティハラスメントとの関係が指摘されている。

 6）通常，平均処置効果を推定するにあたって傾向スコアマッチ
ング法が重回帰分析（OLS）よりも優位性をもつのは，処置効
果に個人差があることが前提とされるためである。本分析で仮
定する処置効果の個人間の異質性は，個人の感受性といったも
のではなく，労働者の利益代表組織・手段の整備状況と相関し
うる企業の雇用慣行によって生じていると考えている。

 7）「精神状態が悪い」（ダミー変数）とは，「ゆううつだ」「食欲
がない」「よく眠れない」のうち少なくとも 1 つで「いつも
あった」「しばしばあった」「少しあった」のいずれかを選択し
た場合に 1，それ以外で 0 とした。

 8）本調査は，科学研究費補助金・基盤研究（B）17H02535「危
機対応の労働経済分析」（2017-2019 年度，研究者代表者・玄
田有史東京大学教授）として行われた。玄田（2019a, 2019b）
は，この調査を用いてパワーハラスメントの背景を分析してい
る。

 9）回答者によって想定される職場にばらつきが出ることを防ぐ
ため，職場とは「部署，支社，支店，工場など」を指すことが
示されている。

10）「回答したくない」を選択した場合，アンケート調査が即時
に中止される。そのため，ひとつでも「回答したくない」を選
択した場合には，標本から除外されている。

11）個人の性格的な特性を「外向性」「協調性」「誠実性」「情緒
安定性」と「開放性」の 5 要素によって分類する指標である。

12）パワーハラスメントの定義の曖昧さを除去するため，設問に
おいて「同じ職場で働くものに対して，職務上の地位や人間関
係などの職場内の優位性を背景に，業務の適正な範囲を超え
て，精神的・身体的苦痛を与える又は職場環境を悪化させる行
為」がパワーハラスメントであると記載した。

13）玄田（2019a）では，転職経験者は未経験者よりも慢性的な
パワーハラスメントを受けやすいことが指摘されている。表 8
のモデル 1 の結果は，転職経験者のなかでも，特に前の勤務先
でハラスメントを受けていた場合に再度被害に遭いやすいこと
を示している。

14）Glasø et al.（2007）では，被害者の特徴の一つとして同調性
の低さが挙げられている。

15）パーソナリティと離職の関係をメタ分析した Zimmerman
（2008）によれば，同調性が高いと離職しにくい（同調性が低
いと離職しやすい）と指摘されている。

16）萩原・照山（2016）では，人間関係を理由にした場合，転
職せずに就業継続した場合よりも有意に賃金が低くなってい
る。このことは，人間関係を理由に離職する者が転職先に求め
る労働条件として，賃金が必ずしも最重要視されていないと推
察される。
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17）多くの既存研究では勤続年数を企業特殊訓練の代理指標とし
た一方で，シグナリングの効果としては検証されてこなかっ
た。短期間の勤続年数が負のシグナルの効果となるかは今後の
研究課題である。

18）本調査の対象者における前の勤務先から現在の勤務先までの
離職期間を確認する。男性正社員は前の勤務先を退職してから
平均 4.4 カ月で現在の勤務先に入職しており，女性の平均 6.9
カ月よりも有意に短い。厚生労働省『雇用動向調査』（2018）
より離職期間を計算した場合でも男性 3.0 カ月に対して女性 3.8
カ月であり，男性の離職期間の方が短い。
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研究ノート　職場におけるハラスメントに関する実証分析

　こまえ・かずとも　リクルートワークス研究所 研究員・
アナリスト，東京大学大学院 経済学研究科博士後期課程。
主な論文に「期間・時間・呼称から考える多様な雇用形態
―無期短時間正社員の可能性」『日本労働研究雑誌』No. 
716，pp. 159-175（玄田有史氏との共著，2020 年）。労働経
済学専攻。

補図　傾向スコア（推定値）の分布

注：1）対象：20～49 歳の就業者（在学中の者を除く。また，農業，林業，漁業，鉱業は除く）
　　2）�ロジットモデルを用い，「労働者の利益代表組織・手段が確保されていた」を「処理しきれないほどの仕事であふれていた」「差別を

見聞した」「身体的な怪我を負う人が発生した」「ストレスによって精神的に病んでしまう人が発生した」，勤続年数，雇用期間の定
め有無，年齢階級，学歴，婚姻状態，産業（大分類），企業規模，職業（大分類），調査年に回帰し，そこから各回答者の属する企業
での「労働者の利益代表組織・手段が確保されていた」確率を推定した。

出所：リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査（第 1～4 回）」
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